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企業の社会的責任（ＣＳＲ）への取り組みに関するアンケート調査結果 
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鳥取県企業動向調査と同時に調査した結果をご報告いたします。（調査実施：平成 17 年 10 月） 

 

昨今の企業経営において「企業の社会的責任（ＣＳＲ＝Corporate Social Responsibility）」への取り組み

は関心の高まっている項目の一つといえます。 

ただし“社会的責任”と言っても、「法令遵守」や「危機管理対策」など、企業が存続するために必要な責

任はもとより、「環境問題への対応」や「社会貢献」、「債権者や株主への情報開示の拡充」など、より広い範

囲での取り組みに至るまで様々な責任が含まれます。 

こうした責任は新しいものではなく、従来から、有用な製品・サービスの提供や雇用の創出、利益の還元

としての寄付等の形で、多くの企業はこうした社会的責任を果たしてきました。 

しかしこれまでと異なるのは、企業戦略の一つとして株主や顧客を始め、取引先や地域住民、従業員な

ど企業を取り巻く利害関係者（ステークホルダー）との関係を強化し、それぞれの満足度を高めることが結

果として、企業の持続的な成長に繋がるという考え方が重視されるようになってきたことです。 

ただ大企業ではＣＳＲへの取り組みが進みつつありますが、中小零細企業では関心が薄いのが現状です。

一方、日本経団連が「ＣＳＲ推進にあたっての基本的な考え方」を提示し、ＩＳＯ（国際標準化機構）は、今後

「社会的責任への取り組みについての指針文書（ガイドライン）」を策定することを決定しました。また経済産

業省などでもＣＳＲへの取り組みについての基準・規格化を検討する動きがあります。 

したがって規模・業種に捉われることなく、今後多くの企業にＣＳＲへの取り組みが一段と求められ、また

取組状況を比較される可能性があります。これに伴い人材や資金など経営資源を十分に保有していない

企業にとっては、大きな影響が及ぶことが考えられます。 

そこで今回は、県内各企業の現状でのＣＳＲへの取り組み、考え方などについて尋ねてみました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金調達 

株主 

金融機関 

環境 

顧客・取引先 

市場・消費者 

販売・納入先 

仕入・調達先 
労働・雇用 

従業員・求職者 

法令・規制 

法令・企業倫理 

官公庁・公的機関 

企業 
社会貢献 

地域住民 

地域・国際社会 

 

企業戦略としての社会的責任（ＣＳＲ）への取り組み 
利害関係者との関係を強化し、それぞれの満足度を高める 

 

持続的な成長へ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【アンケート調査内容】 

平成 17 年 10 月に県内 250 社にアンケート調査を実施し、96 社から有効回答を頂いた。調査内容は、 

1.ＣＳＲに対する認識、 2.重視する利害関係者（ステークホルダー）、 3.ＣＳＲを取り組むことによる効果・

メリット、 4.自社で実施しているＣＳＲへの取り組み、 5.自社にとってのＣＳＲの意味、 6.具体的な取り組み

事例等 

 

 1．ＣＳＲに対する認識  

まず企業の社会的責任（ＣＳＲ）に対する認識について

尋ねたところ、「内容について理解している」と回答した企

業は 13.5％（構成比）で、「聞いたことがあり、内容につい

てある程度知っている」が28.1％、「聞いたことはあったが、

内容についてはあまり知らない」が 47.9％、「知らなかっ

た」が 10.4％であった。 

「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」という言葉自体を聞くな

どして知っていた企業は約９割と認知はされているものの、

内容については、ある程度でも理解している企業を含め

ても半数に満たず、内容の理解は進んでいないのが現状

である。 

 

次に資本規模別（資本金構成別）のＣＳＲに対する認

識をみてみると、「内容について理解している」と「聞いた

ことがあり、内容についてある程度知っている」の合計は、

資本金 5,000 万円未満では 35.5％であったのに対し、

資本金 5,000 万円以上では 52.9％と資本規模により、Ｃ

ＳＲに対する理解度に大きな差がある。 
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CSRに対する認識 《規模別》

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資本金5,000万円以上

資本金5,000万円未満

内容について理解している
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聞いたことはあったが、内容についてはあまり知らない
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【 結果要約 】 

● 「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」という言葉自体広く知られているが、内容をよく理解している企業は少ない。 

● 重視する利害関係人は「販売先・納入先」が最も多い。資本規模が小さい企業では大きい企業と比べ「金

融機関」と「官公庁・公的機関」が、大きい企業では小さい企業と比べ「株主」が重視されている。 

● ＣＳＲを取り組むことによる効果、メリットは「企業イメージの向上」が最も多かった。しかし規模の小さい企業

では「販売先・納入先」との関係強化が最も多く、規模により期待する効果・メリットは異なっている。 

● 実施しているＣＳＲへの取り組みは「顧客・販売先」に対しての関係強化が多い。また、規模が大きいほど

幅広くＣＳＲの取り組みを実施している。 

● ＣＳＲへの取り組みを後ろ向きな“コスト”と捉える先が多いものの、規模の大きい企業ほどＣＳＲへの取り組

みを重要課題として積極的に取り組んでいる。 



 2．重視する利害関係者（ステークホルダー）  

現在、自社の経営上、重視している利害関係者（ステ

ークホルダー）を尋ねたところ（３つまで複数回答）、「販

売先・納入先」が最も多く全体の 78.1％であった。続いて

「仕入先・調達先」が 44.8％で、「従業員」と「金融機関」

はそれぞれ 41.7％であった。 

資本規模別に重視している利害関係者（ステークホル

ダー）をみると、資本金 5,000 万円未満と 5,000 万円以

上どちらとも「販売先・納入先」が最も多く、それぞれ

77.4％、79.4％であった。次に資本金5,000万円未満で

は「金融機関」が 46.8％と続いているが、資本金 5,000

万円以上では「仕入先・調達先」が 50.0％となっている。 

規模別に割合が大きく異なっている利害関係者をみる

と、「株主（親会社含む）」については資本金 5,000 万円

未満では12.9％で、5,000万円以上では44.1％となって

いる。また「官公庁・公的機関」は資本金 5,000 万円未

満では 22.6％で、5,000 万円以上では 11.8％となってい

る。 

「販売先・納入先」が、規模にかかわらず最も重視され

ているが、規模が小さい企業では大きい企業と比べ「金

融機関」と「官公庁・公的機関」が、規模が大きい企業で

は小さい企業と比べ「株主（親会社含む）」が重視されて

いる。 

 

 

 

 3．ＣＳＲへの取り組みによる効果、メリット  

ＣＳＲを取り組むことによる効果、メリット（複数回答）は

「企業イメージの向上」が最も多く全体の 58.3％、次に

「販売先・納入先との関係強化」が 55.2％、「従業員の

モチベーション（やる気）の向上」が 39.6％、「売上高の

増加」が 26.0％となっている。 

「効果・メリットはない」と回答した企業がなかったこと

からＣＳＲへの取り組みについては効果・メリットがあるも

のとして認識されているようである。 

資本規模別にみると資本金 5,000 万円以上で、最も

多かった回答は「企業イメージの向上」であるのに対し、

5,000 万円未満で最も多かった回答は「販売先・納入

先との関係強化」で、規模により期待する効果、メリット

は異なっている。 

 

 

重視する利害関係者《全回答先》（複数回答）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

販売先・納入先

仕入先・調達先

従業員

金融機関

株主（親会社含む）

地元住民・地元社会

官公庁・公的機関

 

 

重視する利害関係者《規模別》（複数回答）
0% 20% 40% 60% 80% 100%

販売先・納入先

仕入先・調達先

従業員

金融機関

株主（親会社含む）

地元住民・地元社会

官公庁・公的機関

資本金5,000万円未満企業 資本金5,000万円以上企業
 

ＣＳＲへの取り組みによる効果、メリット（複数回答）

0% 20% 40% 60% 80%

企業イメージの向上

販売先・納入先との関係強化

従業員のモチベーションの向上

売上高の増加

リスク管理

優秀な人材の確保

コストの削減

株主,金融機関との関係強化

官公庁・公的機関との関係強化

その他

効果・メリットはない

全回答先

資本金5,000万円未満企業

資本金5,000万円以上企業

 



 4．自社で実施しているＣＳＲへの取り組み  

広義でＣＳＲへの取り組みに含まれる可能性がある項

目の中から、自社で実施している取り組みを尋ねたところ

（複数回答）、最も多い回答は「より良い製品・商品・サー

ビスを提供する」で全体の 67.7％、次が「安心、安全な

製品・商品を提供し信頼の確保を行う」が 60.4％、「法令

を遵守し、倫理的な行動をとる」と「従業員の教育や雇用

制度、安全衛生を拡充する」が 41.7％であった。 

顧客や販売先に対するＣＳＲへの取り組みが上位 2 つ

を占め、先述の「2.重視する利害関係者」で「販売先・納

入先」が最も多い回答であったことから、実施しているＣＳ

Ｒへの取り組みは、顧客や販売先に対しての関係強化が

多い。 

またほとんどの項目で規模が大きい企業が小さい企業

の割合を上回っており、規模が大きいほど幅広くＣＳＲの

取り組みを実施している。 

 

 

 

 

 

 

 5．自社にとってのＣＳＲへの取り組みの意味  

自社にとって、ＣＳＲへの取り組みの意味を尋ねたとこ

ろ（複数回答）、「社会に存在する企業として当然支払う

べきコストである」と回答した企業が最も多く、全体の

55.2％となった。続いて「将来の利益を生み出す投資で

ある」が 26.0％、経営の中核に位置付けるべき重要課題

である」が 24.0％であった。 

ＣＳＲへの取り組みを前向きな“投資”や“重要な課題”

として積極的に捉えるのではなく、後ろ向きな“コスト”と捉

える企業が多いものの、資本金 5,000 万円以上では「経

営の中核に位置付けるべき重要課題である」として捉え

る企業が 35.3％で、資本金 5,000 万円未満と比べ高い

割合となっており、資本規模の大きい企業ほどＣＳＲへの

取り組みを重要課題として積極的に取り組んでいることが

窺える。 

 

 

 

 

 

自社で実施しているCSRへの取り組み（複数回答）
0% 20% 40% 60% 80%

より良い製品・商品、サービスを提供
する

安心、安全な製品・商品を提供し信頼
の確保を行う

法令を遵守し、倫理的な行動をとる

従業員の教育や雇用制度、安全衛生
を拡充する

収益をあげ、税金を納める

環境保護に貢献する

所在する地域社会の発展に寄与する

株主やオーナーに配当等、利益の還
元を行う

雇用を創出・確保する

債権者や株主へ業績等の説明・開示
を行う

寄付やボランティア活動を通じて、社
会に貢献する

全回答先 資本金5,000万円未満企業 資本金5,000万円以上企業

 

自社にとってのCSRへの取り組みの意味
（複数回答）

0% 20% 40% 60%

 特に意味は無い

利益が出た際の社会に対する利益
還元である

社会に存在する企業として当然支払
うべきコストである

将来の利益を生み出す投資である

経営の中核に位置付けるべき重要課
題である

その他

全回答先 資本金5,000万円未満企業 資本金5,000万円以上企業

 



 6．具体的なＣＳＲへの取り組み事例  

 回答があった主なＣＳＲへの具体的な取り組み事例（フリーアンサー）については以下のとおりである。 

 

関連する   

利害関係者 
具体的なＣＳＲへの取り組み事例 

顧客・取引先 品質向上を目指し、市場に不良品を流出させない。 

顧客・取引先 
「不良品を（工場内へ）入れない、作らない、（工場外へ）出さない」をスローガンとして

掲げ、社内への浸透を進めつつある 

顧客・取引先、

法令・規制 
ホルムアルデヒド対策に早くから取り組んでいる 

法令・規制 
親会社からの指導もあり、会社及び役員・従業員が遵守すべき「企業倫理規範」を定

めた 

法令・規制 
ISO‐14001 を来年、認証取得するため、経営理念、経営方針を明確にし、現在努力

をしている 

法令・規制、 

資金調達先、 

環境、社会貢献 

法令順守、会社情報の適時開示、官公庁等各種団体への統計資料作成協力、継

続的な環境改善を実施する。年数回の会社周辺の清掃活動 

労働・雇用 
工場内での事故防止のため、不安全作業や不安全設備をチェックするルールを作っ

た（イエローカードの発行） 

環境 ISO‐14001を認証取得し、全従業員で環境への配慮を意識している（朝礼での唱和） 

環境、 

法令・規制 
産業廃棄物削減に協力している。仕入品に付いてくる産廃物を削減する方針 

社会貢献、 

労働・雇用 

年数回のボランティアロード活動に役員・従業員が親子で参加し、企業間、世代間の

交流を図るとともに、親が率先垂範して子供に、社会マナーの大切さ、環境の大切さ

を教育することに努めている 

社会貢献 
昨年は利益が出たので、日本赤十字社や鳥取大学へ研究開発に役立てて欲しいと

の目的で寄付をした 

社会貢献 商工会などの経済団体へ地域の活性化を目的に積極的に参加している 

以上 


